
１．は じ め に

⑴　円高とグローバル化への対応

　1990年代以降，我が国工作機械メーカーは，持続的円高によるコスト競

争力低下に苦しみつつ，経済のグローバル化に如何に対応するかを課題と

してきた。1970年代，日本メーカーは，工作機械のコンピュータ数値制御

（NC）化というパラダイム・シフトを主導し，1980年代には世界市場（先

進国が主要市場）で標準機を中心に競争優位を確立したが，1990年代以降，

韓国等後発国メーカーが日本企業の円高による競争力低下を好機に低～中

価格帯参入を本格化すると，日本メーカーは複合加工機・５軸制御機の開

発に取り組み，先進国市場での競争を高付加価値化により対抗した。

　2000年代，中国の爆発的な経済成長により，工作機械のグローバル競争

の舞台は，先進国市場に加えて新興国市場に拡がる。欧州メーカーは，中

国の工作機械需要の将来的な高度化を見越し，現地生産による本格的参入
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を進め，韓国メーカー等も技術力向上により高付加価値部門への参入を図

った。一方，日本メーカーは世界工作機械市場の構造変化に国内集約生産

を修正してグローバル生産に取り組んだが，ヤマザキマザック，オーク

マ，森精機等は引き続き高付加価値技術の開発により自動車・航空機・資

源などの高付加価値部門の取込みを強化するとともに，工作機械の販売に

併せてソリューション・ビジネスを展開し競争優位を維持しようとしてき

た。

⑵　ソリューション・ビジネスに関する先行研究

　2000年代以降，工作機械メーカーが取り組むようになったソリューショ

ン・ビジネスとは，「工作機械の販売に加えて，顧客の製造に関する課題

を探求し，解決方法を提案するサービスを提供する」ことで，顧客の囲込

みと収益増を図るビジネスであるが，山田（2005）は工作機械メーカーの

ソリューション・ビジネスを総合エンジニアリングの提供，遠隔監視・メ

ンテナンスの二つに類型化した。

　総合エンジニアリングの提供とは「開発，設計，製造など製造業の業務

を支援するためのシステムの提供」であり，工作機械メーカーは顧客ニー

ズに基づき，設計支援の CAD，強度計算や流量計算など解析支援を行う

CAE，加工データを作成する製造支援の CAM，製造工程間を自動化する

工場自動化の FA，設計・製造・販売を統合する CIM等を組み合わせ，開

発・設計・生産のフル・システムを提案。顧客の要求に基づく修正を経て

システムを最終的に確定し，システムに必要な工作機械・搬送装置・周辺

装置等を一式調達し，顧客にフルターンキー納入するものであるという。

また，遠隔監視とメンテナンスとは「工作機械の制御部分である NC装置

に通信設備を内蔵し，インターネットにて工作機械メーカーのサポートセ

ンターに接続し，同センターにて機械の稼働状況の監視を行う」ことであ
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り，顧客の機械が故障した場合にも工作機械メーカーはサポートセンター

から機械の状態を把握し，的確な対応を取るとする。

　山田（2005）を踏まえ，鈴木他（2009）はヤマザキマザックのソリュー

ション・ビジネス（“Done in One”）に関する事例研究を行った。同研究は

ヤマザキマザックの事業説明に基づき，ヤマザキマザックは ① 顧客との

「綿密な打ち合わせ」により，顧客の現行生産方式とその改善目標を確認

し，顧客の提供する図面・素材を使用して顧客の要求をクリアする加工方

法を開発，続いて ② 当該加工に必要な工作機械だけでなく省人化・無人

化のための搬送装置・周辺装置を含む生産ラインを具体的に設計し，生産

ラインを運営管理するシステム，ヤマザキマザックが機械の作動状況を遠

隔監視するためのシステムも含む総合的なシステムを組み上げ，③ 顧客

との調整を経て最終的な生産方式を確定，工作機械・ソフトウェア等を納

入し，生産システム立上げをサポートするとともに，④ アフターケアと

してシステムの遠隔監視・メンテナンスを行っているとした。

⑶　第４次産業革命とソリューション・ビジネス

　鈴木他（2009）は一事例研究であり一般化には慎重を要するが，工作機

械メーカーのソリューション・ビジネスに関する貴重な研究であった。だ

が，2010年代央以降工作機械産業が直面するパラダイム・シフトの第４次

産業革命（“Industrie4.0”） 

1）以前の研究であり，生産システムのデジタル化に

伴う工作機械ビジネスの変革を踏まえたものではない。ただし，第４次産

1）　ドイツ政府はインダストリー4.0を第４次産業革命に向けた政策と称する。
蒸気機関の利用を第１次産業革命，電気エネルギーを用いた大量生産の導入
を第２次産業革命，情報技術の利用による自動化の進展を第３次産業革命と
し，情報技術と現実世界の融合による新しい生産システムを第４次産業革命
とする。
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業革命への工作機械メーカーの対応においてソリューション・ビジネスの

果たす役割は大きいと考えられ，鈴木他（2009）の見直しが必要である。

　①　ドイツの “Industrie4.0”

　現在，低賃金労働を武器に製造サプライ・チェーンの川下最終工程を担

ってきた中国が技術力，イノベーション力を獲得しつつあり，米国 IT企

業がグーグルの自動運転車事業など IT技術との融合により製造部門参入

を試みる中，ドイツは製造業の競争優位を維持する策として “Industrie4.0”

を提唱する。IoT（Internet of Things）と FA（Factory Automation）の融合に

より「スマート・ファクトリー（考える工場）」を実現，更にスマート・フ

ァクトリーをネットワークでつなぎ国全体を一つのスマート・ファクトリ

ー化することで，変動する市場ニーズに迅速・的確に対応する変種変量生

産を実現しようとしている。これは（従来までの）個別工場の枠を超えた

企業・社会単位での（究極の）FA化である。

　②　“Industrie4.0” 以前の FA化

　従来の FA化では，生産現場のフィールド機器を制御する PLC（Program-

mable Logic Control），各工場での生産実行管理を行うMES（Manufacturing 

Execution System）により，工場単位での自動化が追求されてきた。工作機

械メーカーは，顧客の生産ラインで用いられる工作機械の受注を巡り競争

を展開，生産ラインの FA化で工作機械以外に必要となる搬送装置・周辺

装置を併せて納入してきた。生産システムの IT部分に関しては，工作機

械メーカーは個別機器の実行管理に必要なソフトウェアは提供しても，工

場で生産実行管理を行うMESはソリューション・プロバイダーの事業領

域としてきた。ましてや，生産管理・在庫管理・会計管理・販売管理を統

合管理し経営資源の有効活用を図る ERP（企業資源計画）は工作機械メー

カーには ”out of reach” だった。

　工作機械メーカーは顧客の生産システムのうち物的部分に関与を集中
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し，IT部分への関与を納入機器の制御に限ってきた。この点，鈴木他

（2009）はヤマザキマザックが顧客の生産ライン全体の改善案を取りまと

め，工作機械・搬送装置・周辺機器・管理ソフトウェアをフルセット調

達，生産システムをMESも含めてターンキー納入しているように報告し

ているが，実際はヤマザキマザックのソリューション・ビジネスも顧客の

生産ラインのうち物的システムに限られたものであったと考えられる。同

研究では説明が曖昧になっているが，「管理ソフトウェア」は，ヤマザキ

マザックの個別製品の CNCソフトであり，工場の生産実行管理を行う

MESではなかったと考える。また，顧客の生産ラインの遠隔監視・メン

テナンスには，工作機械メーカーと顧客の ITシステムの常時接続が前提

であるが，当時の通信技術水準を考えると現実味が薄いのではないだろう

か。

　③　“Industrie4.0” と生産のデジタル化

　一方，“Industrie4.0” では，工場・生産ラインの FA化・IT化を超えた

「生産のデジタル化」が追求されている。第一に，製造業の ITシステム

（２ ⑴ 後述）において ERP，MES，PLCを垂直統合し，市場ニーズに応じ

て企業全体の生産計画を機動的に見直し，生産ラインをコンピュータによ

り最適制御し，柔軟な生産・出荷を行う，第二に，製品・設備に ICタグ

やバーコードを装着，それらをセンサーやカメラで読み取って通信で結

び，センサー等から得たデジタル情報をクラウド上でリアルタイムに収

集・分析，生産ラインを解析結果に基づき最適制御すること（CPS：

Cybern Physical System）が目標である。

　ここでは，従前の工作機械・搬送装置・周辺装置の最適組合せとMES

による生産ライン管理は，企業活動の統合管理のほんの一部分を構成する

に過ぎない。議論を工場生産に限っても，仮想空間におけるシミュレーシ

ョンにより最適生産を絶えず割り出して物的生産システムに実行指示する
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CPSが付加価値の大きな部分を産み出すようになることが期待されてお

り，物的な生産ラインにおける工作機械等の最適配置とMESによるシス

テム管理は相対的に重要性を失うおそれがある。このため，工作機械メー

カーは物的システムの提供以外に，CPSに関与するビジネス・モデルを

創り出せないか模索中であり，“Industrie4.0” に新たなビジネス・チャン

スを見出そうとしている。

　また，顧客ニーズが単なる物的な生産システムの構築から生産のデジタ

ル化にシフトすれば，工作機械メーカーのソリューション・ビジネスも，

顧客の生産ラインの物的システムに限られたものから，ITシステムも含

め対象とするものに転換すると考えられる。鈴木（2009）は IoT技術の未

実用段階での事例研究であり，スマート・ファクトリーに対応したもので

ないため，現在，同研究を出発点としつつも “Industrie4.0” に対応した事

例研究が新たに必要となっている。

⑷　本稿の目的

　本稿では，“Industrie4.0” により，ソリューション・ビジネスを含む工

作機械ビジネスが如何に変化するのかという問題に関し，伝統的な製造業

の ITシステムと “Industrie4.0” の追求するスマート・ファクトリーにおけ

る ITシステムとの相違を明らかにした上で，工作機械メーカーがそれぞ

れのシステムにおいて如何なる付加価値を提供しようとしているのか，そ

れに伴いソリューション・ビジネスの在り方が如何に変わるかを取り扱

う。

　伝統的な製造業の ITシステム下での工作機械メーカーのソリューショ

ン・ビジネスについては，先行研究の鈴木他（2009）の検証が必要である。

同研究では，工作機械メーカーは工作機械・搬送装置・周辺機器等の最適

組合せを考案し（総合エンジニアリング），機械・設備等をフルセット調達
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後，生産システムに組み立てて顧客にターンキー納入するだけでなく，工

場全体の製造実行管理を行う「管理ソフトウェア」も総合エンジニアリン

グの一環として提供しているとした。しかし，① 管理ソフトウェアとは

工場全体の製造実行管理を実行するMESではなく，個別機械の実行・管

理に係るものを意味し，② 工作機械メーカーは生産ラインの FA化等に関

して工作機械等の最適組合せを考えて顧客に一括納入することに専念，生

産ラインの ITシステム構築はシステム・ソリューション・プロバイダー

に委ねてきたことを示したい。

　また，鈴木他（2009）はヤマザキマザックが生産システムの常時遠隔監

視・メンテナンスもソリューション・サービスとして提供したとするが，

生産システムの常時遠隔監視・メンテナンスには工作機械メーカーと顧客

の ITシステムの常時接続を要するところ，システム・ソリューション・

プロバイダーでない工作機械メーカーには自社と顧客の ITシステムの管

理は難しかったと考える。本稿では，2016年11月17～22日に東京ビックサ

イトで開催された「JIMTOF（日本国際工作機械見本市）2016」参加の工作

機械メーカー10社 2）に対するヒアリング結果に基づき，従来の工作機械メ

ーカーのソリューション・ビジネスを含むビジネスの実態を明確化する。

　一方，ドイツが “Industrie4.0” で実現しようとしているスマート・ファ

クトリーでは，仮想空間におけるシミュレーションにより最適生産を絶え

ず割り出して物的生産システムに実行指示する CPSが，製造業の付加価

値の大きな部分を産み出すことが期待されているが，従来，物的な生産ラ

インが製造業の競争力の源とされてきたところ，物的な生産ラインにおけ

る工作機械等の最適配置案出と一式納入に専念してきた工作機械メーカー

2）　ヤマザキマザック，オークマ，DMG森精機，牧野フライス製作所，ジェ
イテクト，三菱重工工作機械，新日本工機，アマダ，ファナック，三菱電
機。
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が受け取る付加価値が低下するおそれがある。スマート・ファクトリー時

代においても，工作機械メーカーが引き続き生産システム関連ビジネスに

おける地位を維持強化するには，第一に，総合工作機械メーカー化するこ

とにより，顧客のどのような求めに対しても，最適組合せの生産関連設

備・機器を一式調達し，生産システムとして一括納入できる能力を獲得す

る，第二に，工作機械メーカーもスマート・ファクトリーの ITシステム

構築に部分的にでも関与することが必要ではないだろうか。

　具体的には，“Industrie4.0” によるスマート・ファクトリー化に伴い，

工作機械メーカーはソリューション・ビジネスを含む工作機械ビジネスを

以下のように改革することが必要であることを工作機械メーカーの動きを

踏まえつつ示す。

　① 　総合工作機械メーカー化により，工作機械・搬送装置・周辺装置・

生産管理システムが一体となったシステムを一括納入できる「シング

ル・ソース・ターンキー・プロバイダー」成りを図る。

　② 　従来の製造業の ITシステムでは，生産ラインを構成する工作機

械・搬送装置・周辺装置等の最適実行管理を行うMES構築はソリュ

ーション・プロバイダーに委ねてきたが，物的システムだけでなく物

的システムと ITシステムを一括納入できる「生産システム・ソリュ

ーション・プロバイダー」成りを図る。

　③ 　スマート・ファクトリーとの関係では，工作機械・搬送機械・周辺

装置等に ICタグ等を装着し，カメラ・センサーで読み取った情報を

クラウド上にリアルタイムで送信できるシステムを開発・提供し，工

作機械の IoT化を進める（自社システムが上位システム等と接続・協同可

能であるようインターフェイスの確保が前提）。

　以上，本稿では，工作機械メーカーのソリューション・ビジネスに関す
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る先行研究を批判的に検証した上で，“Industrie4.0” のスマート・ファク

トリー化に対応して，工作機械ビジネスがどのように変化しようとしてい

るかを見る。なお，“Industrie4.0” ではスマート・マニュファクチュアに

焦点があてられているのに対し，“Industrie4.0” に対抗的立場にあるとさ

れる米国 “Industrial Internet” では，産業機器・施設・車両等をセンサー・

応用ソフトウェア等で結び，クラウド上にリアルタイムで収集されたデー

タ（ビックデータ）を AI等で解析し，機器のよりインテリジェントな設

計・操作・保守を可能にし，より高度なサービス品質や安全性を供給する

ことが目的とされている。ここでは実用界での付加価値創造に重点が置か

れている。第４次産業革命は “Industrial Internet” も含む形で論じられる

こともあるが，本稿では，“Industrie4.0” と工作機械ビジネスの関係に対

象を限って分析を行うこととする。

２．従来の製造業の ITシステムと工作機械ビジネス

　製造業の ITシステムは，生産現場の機器の制御，工場での生産実行管

理，企業全体の生産・在庫・会計・販売等の統合管理の３層構造を採る。

IoT技術が未実用だった従前は，３層の ITシステムを統合管理すること

は難しく，所定の生産計画に基づき工作機械・搬送装置・周辺装置の個別

機器を連携させて生産ラインを実行・管理させることが工場管理の中核だ

った。工作機械メーカーは，顧客の求める生産ラインの FA化等に関して，

工作機械等の最適組合せを考えて顧客に物的システムを一括納入すること

に専念し，生産ラインの ITシステム構築等はシステム・ソリューショ

ン・プロバイダーに委ねる分業を行ってきた。

　ソリューション・ビジネスは「工作機械の販売に加えて，顧客の製造に

関する課題を探求し，解決方法を提案するサービスを提供する」ものであ

るところ，“Industrie4.0” 前の世界においては，工作機械のソリューショ
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ン・ビジネスでは，生産ラインの FA化等の顧客ニーズに応じて工作機

械・搬送装置・周辺機器等を最適に組み合わせた生産ラインを提案し，自

社製の工作機械以外でも生産ラインに必要となる生産機械・装置を調達し

て一括納入する「総合エンジニアリング」が主体だった。

⑴　製造業の ITシステムの３層構造

　従来の FAとスマート・ファクトリーの相違を考える場合，製造業の IT

システムの構造を理解する必要がある。製造業の ITシステムは，生産現

場のフィールド機器の制御を司る PLC，各工場での生産実行管理を行う

MES，企業の全工場を対象として生産管理・在庫管理・購買調達管理・

プロジェクト管理等を行う ERPの３層構造を採る（図１）。

図１　製造業の ITシステム

ERP（Enterprise Resource Planning）
・生産管理・在庫管理・会計管理・販売管理を統合管理するシステム

MES（Manufacturing Execution System）
・基幹システムの指示する生産計画を受けて，最適化された形で個別機器
を連携し生産ラインの実行・管理を実施，活動結果はフィードパック
・経営者は最新の生産状況と市場需要動向を踏まえ生産・販売計画を最適
化，改めて生産現場に指示
・生産現場は計画修正に対応してMESにより生産活動を改めて最適化

PLC制御システム
・PLC（Programmable Logic Control）により個別機器のリレーやタイマー
等を制御，機器をコントロール
・PLC制御される機器を情報システムに接続，集中的にコントロールし生
産ラインの全工程を自動化

個別設備・機器
（導入年代・製造会社が異なり通信規格・管理機器は非統一）

（出所）筆者作成
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⑵　PLC制御システム

　通常，生産工場では導入年代・製造会社が異なる設備・機器が使用され

ており，通信規格・管理システムは必ずしも統一されていない。生産ライ

ンの自動化のためには，個別機器に通信規格・管理システムが同一である

制御 PLC（Programmable Logic Control） 3）を装着し，個別機器のリレーやタ

イマー等をプログラムに従ってコントロールできるようにする必要があ

る。その上で，PLC制御される工作機械・ロボット・搬送装置・周辺装

置 4）を通信ネットワークで相互接続するか情報システムに接続して集中的

に制御することにより，資材運搬・加工・組立など生産ラインの全工程を

3）　シーケンス制御（予め定められた順序又は手続に従って機械が段階的に作
動するよう制御すること）専用のマイクロ・コンピュータを利用した制御装
置。パソコンや専用の入力機器により制御内容をプログラム化，機器にプロ
グラムを逐次実行させる。

4）　生産ラインは工作機械・ロボットだけで構成されるわけではなく，① ワ
ークを移動させて複数の工程をつなぐ搬送装置，② 計測・洗浄・組立て・
バリ取りなど切削以外の工程を担う装置や素材・完成品をストックする装置
等の周辺装置も一体となって生産ラインを形成する。

表１　FA化の構成要素

工作機械

搬送装置 パレット・ハンドリング（パレット・プール・システム）

ワーク・ハンドリング（ロボット，カントリーローダ，ワーク
コンベア）

周辺装置 計測装置，ツール ID，ツールプリセッタ，洗浄機，エアブロー
装置，組立装置，圧入装置，焼嵌め装置，バリ取り装置，マー
キング（レーザー，刻印），ワークストッカ，トレーチェンジャ
ーバッファステーション，ビジョンセンサ（カメラ），バラ積み
センサ

（出所）　DMG森精機資料に基づき筆者作成
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自動化することが従来の FA化で追求されてきた 5）。

⑶　製造実行システム（MES）

　生産ラインが自動化したならば，製造企業は生産・販売計画に基づき生

産ラインを稼働させ，受注・在庫状況に応じて生産・販売計画を修正し，

それに応じて生産ラインの稼働状況を修正することとなる。生産・販売の

計画策定・修正は基幹システム（次項 ⑷ 参照）が行うが，製造業の ITシ

ステムにおいては，基幹システムからの生産指示を受けて，製造実行シス

テム（MES :  Manufacturing Execution System）が工作機械・ロボット・搬送

装

5）　当初，FA化にはコスト削減が期待されたが，導入初期に巨額投資を要す
るだけでなく修理・保守に人員を要するため所期の効果はなく，手作業によ
る事故・不良品発生や生産速度のばらつきがなくなり，設備の稼働率向上，
品質の均一化・向上，生産調整の容易化，人間の危険な作業からの解放等に
主眼が変わってきている。

図２　製造実行システム（MES）

（出所）　旭化成エンジニアリング資料より筆者作成
（http://www.asahi-kasei.co.jp/aec/business/eic/product/     
e_mes.html）

基幹システム

制御システム，タッチパネル，PDA，バーコードリーダー，センサー等

製造
スケジュー
リング

製造
指示

製造進
捗管理

生産管理システム

インターフェイス

インターフェイス

プロセス・データ収集（DB）

製品追
跡管理 設備管理他
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置・周辺装置等の個別機器を連携させて生産ラインの実行と管理を行う。

　具体的には，MESは表２に列記した機能を実行することにより基幹シ

ステムの指示する生産・販売計画に応じて最適化された生産活動（素材・

部品の受発注，生産ラインの選択・段取り替え及び機器制御，製造後のロジスティ

ックス）を実行し，結果を基幹システムにフィードバックする。フィードバ

ックを受けて，製造企業の経営者は生産現場の状況をリアルタイムに把握，

最新の市場需要動向と生産現場の状況を踏まえ生産・販売計画を最適化し

改めて生産現場に指示し，生産現場はその生産・販売の計画修正に対応し

てMESにより生産活動を改めて最適化し直すプロセスが繰り返される。

⑷　企業資源計画（ERP）

　MESが管理対象とする生産活動は製造企業の中核的活動であるが，企

業活動は受注・販売管理，在庫管理，生産管理，財務会計等の基幹業務か

表２　MESの機能

基本情報管理 製品・工程・加工・設備機器・在庫・作業者等基本情
報の管理

製造計画 基幹システムより送信された製造指示（大日程計画）
を管理

ロットサイジング
（まとめ）

生産計画で指示された生産数を納期に合わせ最適な生
産数で生産できるようロット分割・集約を実施

工程管理 ワークの工程内の流れをテーブルによりロケーション
管理
ロットの動きとデータをトラッキング，進捗状況をフ
ォロー

品質管理 工程・検査・装置等の情報を収集，情報分析・統計管
理し，生産管理にフィードパック（生産品質向上に）

倉庫管理 最適な入出庫のスケジュールを決定・実施

（出所）　筆者作成
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ら，人事給与，経費精算，固定資産，プロジェクト管理，管理会計，顧客

管理，予算管理など多岐に渉り，これらの活動を統合して効率的に行うこ

とが競争力につながる。ERPは “Enterprise Resource Planning”（企業資源

計画）の略で，企業の経営資源（ヒト，モノ，カネ，情報）を一元管理し，

業務組織横断で資源を有効活用することで利益最大化を図るものである

（図３）。

　欧米企業は生産活動を含む全企業活動を ERPにより一元管理すること

で，財務会計の観点から業務・資源のロスをカットし企業活動の効率化を

目指している。ERPは財務会計の全体最適を目標とするものであり生産

活動の効率化（部分最適）を目指しているわけではないが，企業の全工場

を対象として生産管理・在庫管理・購買調達管理・プロジェクト管理等を

行う ERP，各工場での生産実行管理を行うMES，生産現場のフィールド

機器の制御を司る PLCをシステムとして垂直統合すると，結果的に市場

の多種多様なニーズに応じて生産計画を見直し，機器を適切に制御して柔

軟な生産・出荷を行うことが可能となるとされ，日本でもグローバル企業

を中心として ITシステムの垂直統合が課題となっている 6）。

⑸　物的システムに重点を置いた工作機械ビジネス

　①　製造業の ITシステムの統合運用の困難性

　以上，ERPは財務会計の観点から業務・資源のロスをカットし企業全

6）　日本では，独 SAP社の SAP R/3，米国オラクル社の E-Business Suite, 

PeopleSoft等の大企業向け ERPソフトウェアが商用ソフトウェア市場で競
争優位にあり，SAP R/3及び SAP ERPが50％超の市場シェアを握っている。
近年，オラクル社の JD Edwardsなど中堅・中小企業向けの ERPソフトウ
ェアが各社より活発にリリースされ，2007年にはマイクロソフト社が日本市
場に参入し Dynamics AXを発売，2015年には SAPが第４世代 ERPの SAP 

S/4HANAをリリースするなど激しい競争が展開されている。
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体の活動の効率化を目指すのに対し，MESが工作機械等の個別機器を連

携させて生産ラインの最適実行を行うことで個別工場における生産活動の

効率化を追求しているように，製造業の３層の ITシステムは一つのシス

テムとして捉えた場合に統合は容易ではない。

　欧米製造業も必ずしも全ての企業が ITシステムの統合運用ができてい

るわけではないが，我が国製造企業は ITシステムの統合運用において遅

れを取っており，例えば FA化が生産拠点・ライン毎に計画され，管理シ

ステムも生産拠点・ライン毎に導入されている。その結果，日本企業の

ERPは生産管理・在庫管理・会計管理・販売管理をシームレスに統合で

きておらず，例えば製品完成時に作業担当者が完成数量をコンピュータ入

力して生産管理・在庫管理に反映させ，製品販売時にも販売担当者が販売

金額・数量を入力して販売管理・在庫管理に反映させなくてはならない状

況にあるとされる 7）。

　こうした製造業の ITシステムの在り方を反映して，2000年代の日本製

造企業では，工場で生産ラインを構築する場合，ERP，MES，PLCを垂

直統合して生産管理・在庫管理・会計管理・販売管理をシームレスに統合

運用することは期待されず，工作機械メーカーには，多品種少量生産・変

種変量生産に最適な工作機械・搬送装置・周辺装置等の組合せを考案し，

工作機械等を一式調達して生産ラインに組み立てて一括納入することが求

められた。もっとも工作機械メーカーは，顧客がMESにより生産ライン

を統合的に実行・管理することに備えて，工作機械等に PLCを装着する

等の対応は行っていたが，工作機械メーカーの役割は物的システムの構築

が基本であり，生産ラインのMESによる製造実行・管理はシステム・ソ

リューション・プロバイダーに委ねられた。

7）　経済産業省・厚生労働省・文部科学省「2015年版ものづくり白書」181-
188頁。
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　顧客に納入した生産システムの遠隔監視・メンテナンスは ITシステム

の接続等のシステム・ソリューション提供が欠かせないが，システム・ソ

リューション・プロバイダーでない工作機械メーカーにとり，鈴木他

（2009）の論ずるように2000年代にインターネット関連Ｂ toＢサービスを

本格展開する余力があったとは考えられず，工作機械メーカーのソリュー

ション・サービスは「総合エンジニアリング」がメインだったと考える。

　②　先行研究の問題点

　１．で指摘したように，鈴木他（2009）は，ヤマザキマザックが ① 顧

客との打合せにより，顧客の現行生産方式と改善目標を確認し，顧客の提

供する図面・素材を使用して顧客の要求をクリアする加工方法を開発，続

いて ② 加工に必要な工作機械に併せて省人化・無人化のための搬送装

置・周辺装置を含む生産ラインを設計し，生産ラインの運営管理システム

（MES），ヤマザキマザックが機械の作動状況を遠隔監視するためのシステ

ムも含めた総合的なシステムを組み上げて，③ 顧客との調整を経て最終

的な生産方式を確定，工作機械・ソフトウェア等を納入し，生産システム

立上げをサポートするとともに，④ アフターサービスとしてシステムの

遠隔監視・メンテナンスを行っているとする。

　ただし，鈴木他（2009）が証拠とするのは2003年の日野自動車でのソリ

ューション導入の ① ② ③ に関する事例のみである。確かに2000年代を通

じてヤマザキマザック，オークマ，DMG森精機等大手工作機械メーカー

が工作機械・搬送装置・周辺装置等を一括調達して生産システムをターン

キー納入する能力を向上させてきたのは事実であるが，日野自動車ケース

の2003年段階でヤマザキマザックが既に総合工作機械メーカー成りを果た

し，生産ラインの FA化等顧客の如何なるニーズに対しても，最適な組合

せの工作機械等の一式納入が可能であり，さらにはMESシステム構築も

含めた「総合エンジニアリング」を展開していたと結論するのには無理が
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ある。

　第一に，日野自動車の事例で生産ライン改革の中心となった，複合加工

機を中心とした自己完結型の生産システムであるセル生産については，い

ち早く複合加工機を商品化したヤマザキマザックが搬送装置・周辺装置等

を含めシステムを一括納入する態勢を整えていたとしても，それはあくま

でも例外である。顧客のニーズが少品種大量生産，多品種少量生産，変種

変量生産と多岐に渉る中，如何にヤマザキマザックのような総合工作機械

メーカーでも，顧客の必要とする工作機械をすべて提供できるわけではな

い。ましてやロボット・搬送装置・周辺装置は専門外であるため，2000年

代初期，顧客のあらゆるニーズに対しても，最適な組合せの工作機械等の

フルセット納入が可能になっていたとは考えにくい。

　第二に，従来の FA化では，生産現場のフィールド機器の制御を司る

PLC，各工場での生産実行管理を行うMESにより工場・生産ラインの自

動化が図られてきたが，そこではソリューション・システム・プロバイダ

ーが製造企業の相談役となってきた。工作機械メーカーも自社工場の自動

化のため，自社専用の PLC・MESソフトウェアを開発し工場全体の製造

実行管理を最適化してきたが，その能力を活かして，個別顧客向けに

PLC及びMESソフトウェアを開発・販売するビジネスは展開していない。

日野自動車の事例におけるソフトウェア納入とは，ヤマザキマザックの複

合加工機を中核としたセル生産ユニット向けソフトウェアの納入であっ

て，工場全体で個別機器を最適連携し生産ラインの実行・管理を実施する

ためのソフトウェアであったとは考えにくい。

　第三に，鈴木他（2009）は日野自動車の工場に関してヤマザキマザック

が遠隔監視・メンテナンス等を行っているかについて実は沈黙している。

2002年時点のインターネット状況を考えると顧客の工作機械等の稼働状況

を常時監視できたか疑問であり，かつ，生産ラインには他社メーカーの機
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械が多数導入されヤマザキマザックの遠隔監視対象外であるため，生産ラ

インに不具合が発生した時にヤマザキマザックが有効なメンテナンスが行

い得たとは考えにくい。そもそも顧客メーカーにとり，生産ラインの稼働状

況は自社の能力を示す営業秘密であり，工作機械メーカーにも開示するこ

とは躊躇されたはずであり，サービスとして広く普及できたか疑問である。

　③　工作機械メーカーに対するヒアリング結果

　ここで鈴木他（2009）の妥当性を評価し直すには，理想的には2008年当

時のヤマザキマザックのヒアリング対応者に真意を尋ねる必要があるが，

それは望むべくもないことから，2016年11月17～22日に東京ビックサイト

で開催された「JIMTOF（日本国際工作機械見本市）2016」参加10社に対し

てヒアリング調査を行ったところ，以下の結果を得られた（論文掲載にお

いて先方の希望により回答者は匿名。対象企業は注２参照）。

① 　第４次産業革命では，工作機械メーカーは自動化システムを総合エンジニ
アリングしターンキー提供できるかが差別化要因となる。2000年代，大手メ
ーカーや機械商社はエンジニアリング能力を強化し，自動化システムに必要
な工作機械・搬送装置・周辺装置等を一式調達し，顧客に生産システムを一
括納入する能力を高めてきた。ただし，顧客ニーズは少品種大量生産，多品
種少量生産，変種変量生産等多様多岐に渉り，工作機械メーカーは総合メー
カーとしての能力を更に高める必要に直面している。
② 　これまでは工作機械を中心に必要な治具を組み合わせてターンキー提供し
てきたが，今後はプレス機，射出成形機，ロボットも含む広範多岐に渉る機
械・装置を組み合わせた生産ラインを構築できるエンジニアリング能力が要
求され，顧客に提供できるかが工作機械ビジネスの差別化のポイントになる。
③ 　第４次産業革命のスマート・ファクトリーでも，生産ラインの生産性向上
には，工作機械の操作の巧拙，段取り，保守点検等を含めたノウハウが成果
を左右する。生産のデジタル化により生産・在庫・購買調達・プロジェクト
管理等を統合管理することで全体最適を追求することは意義があるが，同時
に工作機械単体及び生産ラインの最適制御に関するノウハウにも大きな付加
価値がある（ノウハウのソフトウェア化と顧客提供は工作機械メーカーにと
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り商機となる）。
④ 　生産ラインの生産性向上には，工作機械の多機能化を進めワークの搬送・
段取り換えを最小化するとともに，トラブルによる稼働率低下をなくすこと
が必要。2000年以降，工作機械メーカーはトラブルによる稼働率低下抑制の
ため，顧客の工作機械をネットワークに接続し，メーカーのサービス拠点か
ら遠隔で稼働状況を把握・監視するサービスを提供してきた（携帯電話網や
インターネットを介して，顧客の工作機械を工作機械メーカーのサービス拠
点に接続，メーカーは現在の稼働状況や過去のログ情報等を遠隔で収集し，
顧客に助言や遠隔からの改修を実施）。
⑤ 　しかしながら，通信回線の容量が限られ通信コストも高いため，常時接続
によるリアルタイム監視は困難。工作機械内部に設置された記憶装置に稼働
状況に関するデータを蓄積，定期的にデータを工作機械メーカーのデータベ
ースにアップロード。工作機械に不具合が発生し警報が発されると，工作機
械メーカーは動作履歴データ等を用いて不具合箇所の初期解析を行うシステ
ムが採られている。
⑥ 　多数のユーザーは，工作機械等の情報システムが社外ネットワークと接続
することにより，悪意のあるハッカー，コンピュータ・ウィルスにより生産
ラインが長時間停止したり誤作動が発生したりすることを懸念。そもそも工
作機械等の稼動状況は企業の加工能力を端的に示す営業秘密であり，情報漏
洩により経済的損失が生じる可能性もあると考えている。
⑦ 　特定工作機械メーカーが生産ラインを構成する機械の挙動を一括して把握
し遠隔監視・メンテナンスしてくれれば便利であるが，生産ラインにはメー
カーの異なる工作機械等が多数導入されており，現実的にはメーカー毎に遠
隔監視・メンテナンス・サービスを受けざるを得ない。メーカー間でサービ
ス内容・リスク管理に差があると工場全体の最適化効果には限界があり，
⑤ のリスクに引き合うメリットに乏しい。
⑧ 　その結果，遠隔監視・メンテナンスのサービスは，工作機械メーカー各社
がそれぞれの納入した単一の工作機械等を対象として，トラブル対応などユ
ーザーが求める問題解決に要する範囲で，断片的に稼働状況に関するデータ
等を携帯電話網やインターネットを通じて入手し，顧客にサービス提供して
いるに過ぎない。工作機械メーカーと顧客の ITシステムが常時接続され，
工作機械メーカーが顧客に一括納入した生産ライン全体をアフターケアする
ものではない。
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　④　従来の工作機械メーカーによるソリューション・ビジネス

　⒜　第一に，工作機械メーカーに対するヒアリング結果を踏まえると，

顧客の生産ラインの FA化に関して，鈴木他（2009）の研究実施時点（2008

年）において，ヤマザキマザックが顧客の生産ラインに必要な工作機械・

搬送装置・周辺装置・生産管理システムをすべて調達して，生産システム

を一括納入する「総合システムエンジニアリング」をビジネスとして完全

に確立していたとは考えられない。なぜならば，ヒアリング結果の ① に

もあるように，2016年11月現在時点でさえ，多様多岐に渉る顧客ニーズに

応えるには総合メーカーとしての力量をさらに高める必要があるとされ，

プレス機・射出成形機・ロボット等の専門外の機械・装置との組合せにも

取り組む必要も ② で指摘されている。

　そもそもヤマザキマザックが日野自動車に提供したソフトウェアは工場

システム全体に係るものではなく，個別セル生産ユニットに係るものだっ

た。日野自動車はヤマザキマザックのセル生産に関するノウハウを活用

し，少品種大量生産に特化した生産ラインを多品種少量生産・多品種変量

生産に適合したラインに作り替えている。既存のラインでは，生産工程が

過度に複数工程に分割され各工程に専用機が設置されていたが，生産ライ

ンの見直しにより，分割された複数工程を集約して，汎用複合加工機によ

るセル生産ユニットを基本生産単位とすることで多品種少量・変量生産を

可能とした。工程集約にはヤマザキマザックのノウハウが寄与し，同社製

の複合加工機（インテグレックス e650）が基幹生産設備として導入され，同

時にセル生産ユニットの生産実行管理にはヤマザキマザックのソフトウェ

アが採用されているが，あくまで個別セル生産ユニット専用である。

　ヒアリング結果の ③ のとおり，個別機器の最適制御に関するノウハウ

は工作機械メーカーの強みであるが，個別機器を連携して生産ラインの実

行・管理を行う製造実行システム（MES）の構築には，SAP，GE，富士通
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等に劣らないビジネス・アプリケーション・ソフトの開発能力が必要であ

る。しかし，日本の工作機械メーカーは（自社工場専用ソフトウェアは別と

して）個別顧客の求めに応じてビジネス・アプリケーション・ソフト開発

を行っておらず（自社専用ソフトが存在したとしても顧客ニーズに応じたカスタ

マイズ販売はしていない），システム・ソフトウェア開発能力の観点からも

鈴木他（2009）の言及する製造実行・管理「ソフトウェア」はセル生産ユ

ニットの制御ソフトウェアであり，工場全体の生産ラインの実行・管理ソ

フトウェアではないと考える。

　⒝　第二に，鈴木他（2009）は，ヤマザキマザックが顧客の生産ライン

を常時遠隔監視し，稼働状況に応じてメンテナンスを行っていると報告す

るが，2016年11月時点のヒアリング結果でも，「通信回線の容量が限られ

通信コストも高いため，常時接続によるリアルタイム監視は困難」であり

（④），顧客は悪意あるハッカー，コンピュータ・ウィルスの侵襲を懸念す

るだけでなく，そもそも工作機械の稼働状況は企業の加工能力を端的に示

す営業秘密である（⑥）と考えており，工作機械メーカーがトラブルによ

る稼働率低下を防ぐために顧客の工作機械と自社ネットワークの接続を提

案しても，顧客はネットワーク接続を忌避する。したがって，鈴木他

（2008）の公表時点でも，ヤマザキマザックと顧客の ITシステムがインタ

ーネットにより常時接続され，ヤマザキマザックが顧客の生産ラインを遠

隔監視・メンテナンスしていたとは考えられず，例外的に顧客の求めがあ

った場合に限り，自社製品のみを対象として，トラブル対応に必要な範囲

で，機械の稼働状況に関するデータを定期的に得て，サービスに当たって

いたのではないかと推察される。

　以上を総合すると，従来の工作機械メーカーによるソリューション・サ

ービスは，総合エンジニアリング・サービスが主体であり，一部の顧客が

重要機器に関して製造元の工作機械メーカーに遠隔監視・メンテナンスを
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依頼するケースはあったとしても，工作機械が工作機械メーカーのシステ

ムと常時接続されていたわけではないと考える。

　⒞　結局のところ，総合エンジニアリング・サービスに関して，これま

で工作機械メーカーは総合工作機械メーカー化することにより顧客の多様

な生産ラインの FA化ニーズに対応できるよう努力し，工作機械・搬送装

置・周辺装置に加えてプレス機，射出成形機，ロボット等も含めた最適な

生産システムを考案し，所要の機械・装置を一式調達して，顧客に生産シ

ステムをターンキー納入する能力を高めてきたが，2016年11月時点でも更

なる努力が必要であると認識されていることを踏まえれば，少なくとも鈴

木他（2009）の調査時点では，顧客ニーズに応えて，あらゆる生産システ

ムを提供できる水準には到達していなかったのではないだろうか。

　生産システムは物的システムと ITシステムから構成され，物的システ

ムを構成する工作機械・搬送装置・周辺装置等を連携させて生産ラインの

最適実行を行う ITシステム（MES）が生産システムの自動化では重要で

ある。にもかかわらず，これまで工作機械メーカーは物的システムに専門

特化して，最適システムを考案し納入することが期待され，IT部分の

MSE等はシステム・ソリューション・プロバイダーの領域とされてきた。

この従来の分業体制では，工作機械メーカーには，物的システムと ITシ

ステムを一体化した生産システムを考案し，顧客に提供する能力までは求

められず，工作機械メーカー自身も能力形成しようとはしなかった。その

結果，工作機械メーカーの総合エンジニアリング・サービスにおいて，IT

システム関連部分のウェイトは低く，物的システム関連部分がサービスの

太宗を占めたと考える。

３．“Industrie 4.0” とスマート・ファクトリー

　2000年代，ヤマザキマザック等の大手工作機械メーカーは，生産プロセ
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スの FA化など顧客の多様なニーズに対応できるよう総合工作機械メーカ

ー化に努め，工作機械・搬送装置・周辺装置等を組み合わせて最適な生産

システムを考案し，機械・装置を一式調達した上で，顧客に生産システム

をターンキー納入する能力を高めてきた。しかしながら，顧客ニーズに応

えてあらゆる生産システムを提供できる水準にはまだ到達しておらず，更

なる総合メーカー化が課題となっている。また，生産効率化においては，

生産ラインの最適実行を行うMESが重要であるにもかかわらず，工作機

械メーカーは物的システムに専門特化としており，物的システムと ITシ

ステムを一体化した生産システムを考案し顧客提供する能力形成が図られ

てこなかった。

　“Industrie4.0” では，IoTと FAの融合により製造現場をスマート・ファ

クトリー化し，更にはスマート・ファクトリー同士をネットワークでつな

ぐことで，あたかも国全体を一つのスマート・ファクトリーとすることを

構想している 8）。従来の自動化でも，工場生産ラインの物的システムの最

適化だけではなく，物的システムと ITシステムの最適組合せが重要だっ

たが，スマート・ファクトリーでは製造プロセスと企業間取引への IT活

用はこれまでとは比較とならないほど高度化し徹底されると予想され，工

作機械メーカーが得意としてきた物的システムの最適化よりも，ITシス

テムの活用に付加価値が発生する事態も想定される。工作機械メーカーは

従前の通り物的システムにビジネスを専門特化しているだけで足りるだろ

うか。

8）　Platform Industrie4.0 ed., (2014). Recommendation for implementing 

Industrie4.0 initiative.
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⑴　スマート・ファクトリー

　①　サイバー・フィジカル・システム（CPS）

　従来の FA化においては，生産現場のフィールド機器の制御を司る

PLC，各工場での生産実行管理を行うMESにより工場・生産ライン単位

の自動化が図られており，財務会計の全体最適実現の観点から業務・資源

のロスをカットするべく，企業の全工場を対象として生産管理・在庫管

理・購買調達管理・プロジェクト管理等を行う ERPが PLC，MESの上位

に位置するシステムとして導入されてきた（前掲図１参照）。

　この ITシステムはいずれの層の自動化・IT化が不足しても（生産ライ

ンの一部に人手に依存し ITシステムと接続されていない部分が存在する，日本企

業に多く見られるようにMESと ERPがシステムとして統合されていない等），

ERPにより経営資源を一元管理し，経営資源を組織横断で有効活用して

財務会計の全体最適を達成することができなくなる。“Industrie4.0” は３

層構造の ITシステムにおいて自動化・IT化を究極まで追求しようとする

ものであり，その限りでは，従来の自動化・IT化の延長線上にある。た

だし，自動化・IT化の目的が財務会計の全体最適からシフトしている。

　第一に，ERP，MES，PLCの垂直統合により，市場の多種多様なニー

ズに応じて企業全体の生産計画を機動的に見直し，生産ラインの機器を最

適制御して，柔軟な生産・出荷を行うことに “Industrie4.0” は主眼を置い

ている。第二に，現場のスタッフが試行錯誤により生産ラインの改善策を

突き止めるカイゼン（トヨタ生産方式等）に代わり，製品・設備に ICタグ

やバーコードを装着，それらをセンサーやカメラで読み取って通信で結

び，センサー等から得た膨大なデジタル情報（ビッグデータ）をクラウド

上でリアルタイムに収集・分析，生産ラインを解析結果に基づいて最適制

御するサイバー・フィジカル・システム（CPS: Cyber Physical System）を目

指している。
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　CPSとは，物理的な現実世界のデータを収集，コンピュータ上の仮想

空間に大量のデータを蓄積し解析，解析結果を物理的な現実世界にフィー

ドバックするサイクルをリアルタイムで回すことにより，システム全体の

最適化を図る仕組みを言う（図４） 9）。“Industrie4.0” では，現実の工場内の

状況をコンピュータ上で仮想的に再現し，コンピュータ内のシミュレーシ

ョンにより現実の工場内でのあらゆる動きを把握することで，製品の品質

向上，納期短縮，生産性向上，故障検知等を実現しようとしている 10）。

9）　JEITA（電子情報技術産業協会）は「CPSとは，実世界（フィジカル空間）
にある多様なデータをセンサーネットワーク等で収集し，サイバー空間で大
規模データ処理技術等を駆使して分析／知識化を行い，そこで創出した情
報／価値によって，産業の活性化や社会問題の解決を図っていくものです」
とする（http://www.jeita.or.jp/cps/about/）。

10）　ロボット革命イニシアティブ協議会（2016）は CPSに基づくスマート・
マニュファクチュアの特徴を以下の３点に要約する。第一に，工場内にある
機械の生産技術データを一元的に管理・集約，そこから得られるデータを情
報処理し，機械の加工効率の改善，予知保全，現場のカイゼン等のために有
用に加工されたデータとして，生産管理側である ERP，MES等の上位シス
テムに提供される仕組みが構築されている。第二に，情報処理された生産技
術データを機械にフィードバックさせることにより，プロセスごとの部分最
適を人が積み上げていくという従来の取組を超えて，人を介さずともライン

図４　CPS における現実界と仮想界の対応関係
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　“Industrie4.0” は，ドイツ製造業の差別化の方向として，市場の求める

多種多様な商品を１ロットからでも柔軟・迅速に生産・出荷できるマスカ

スタマイゼーションを掲げている。そのため工作機械等の機能を徹底的に

モジュール化し，コンピュータ上の仮想空間において，顧客注文に対応し

てモジュールを柔軟に自動的に組み替え，生産ラインの段替えを現実世界

にフィードバック，生産ラインを自動的に顧客注文動向に最適化し大量生

産に劣らない納期・価格で提供することを CPSで追求している。

　②　スマート・ファクトリーの提携・結合

　また，従来の ITシステムは，生産現場のフィールド機器の制御を司る

PLC，工場の生産実行管理を行うMESにより，基本的に工場・生産ライ

ン単位で自動化を図るものであった。先進的企業においては，全工場を対

象として生産管理・在庫管理・購買調達管理・プロジェクト管理等を行う

ERPが PLC，MESの上位に位置するシステムを構築し，財務会計の全体

最適実現の観点から経営資源配分の統合管理を行ってきたが，あくまでも

企業で完結する閉じたシステムである。

　しかしながら，現実世界では製品は多数企業の分業・協業により製造さ

れており，如何なる企業も自社単独で必要な部品・材料をすべて生産し最

終製品まで生産することはできない。このため，市場の求める多種多様な

商品を１ロットからでも柔軟・迅速に生産・出荷できるマスカスタマイゼ

ーションを実現したいのであれば，スマート・マニュファクチュアを個別

工場・企業単位で完結させずに，スマート・ファクトリー同士を ITシス

全体が最適化される仕組みが構築されている。第三に，生産技術であるエン
ジニアリングチェーンと生産管理であるサプライ・チェーン（生産管理）の
全体を可視化し，場合によっては人工知能を活用することにより，統合的に
管理し，現場をサイバーフィジカルなシステムとして捉え，その全体最適に
つながるカイゼンを達成できる仕組みが構築されている。
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テムにより結合して（トヨタ等の親企業・協力企業の協業関係のように）全体

最適化を行う中核的企業の指揮の下に，複数の異なる主体が生産管理・在

庫管理・購買調達管理・プロジェクト管理等を行うシステムを共有し，あ

たかも一つのスマート・ファクトリーであるかのように協働作業を行うこ

とが必要である（図５）。

⑵　工作機械メーカーのスマート・ファクトリーへの対応

　①　CPSに対応する工作機械等のインテリジェント化

　２．で論じたように，IoT技術が未実用だった従前は，所定の生産計画

に基づき工作機械・搬送装置・周辺装置等を連携させて生産ラインを実

行・管理することが生産管理の中核だった。生産現場の機器の制御，工場

での生産実行管理，企業全体の生産・在庫・会計・販売等の統合管理の３

層構造を採る ITシステムにおいて，個別工場の生産ラインの最適化に大

きな関心が払われた。しかし，“Industrie4.0” では，生産のデジタル化に

図５　スマート・ファクトリーの結合によるマスカスタマイゼーション

（出所）　西村健介（2015）「南ドイツから学ぶインダストリー 4.0の地方中小企業への影響」

サプライチェーンの統合
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・少品種大量生産の
実現
・既製品と同じ価格
で販売

12,000点の部材から選択して建築家によるデザイナーハウスのような家を低コストで実現

注
文
シ
ス
テ
ム

客
に
出
荷

A＋B

Ａ工場

Ｂ工場 組立工場

Ｃ工場

B＋C

C＋D

発注 部品Ａ

発注 部品Ｃ

発注

発注 部品Ｂ

（プレハブハウスメーカー STREIFのケース）



工作機械メーカーのソリューション・ビジネス（榎本）　543

より，企業が変動する市場ニーズに機動的・柔軟に対応して生産を行うス

マート・ファクトリー化，更にはスマート・ファクトリーを ITシステム

で結びマスカスタマイゼーションに対応することが目指されており，それ

により，工場システムの中核は物的システムから ITシステムにシフトせ

ざるを得ない。

　ドイツが構想するようにスマート・ファクトリーが産業社会の大勢とな

れば，工作機械メーカーも，顧客の製造ニーズに工作機械・搬送装置・周

辺装置・生産管理システムの組合せを最適し，物的な生産システムをター

ンキー納入するだけでなく，生産のデジタル化に対応したシステムを一括

納入することを求められるようになる。CPSでは，生産ラインを構成す

る工作機械・搬送装置・周辺装置に ICタグ・センサーを装着し，センサ

ー等から得た膨大なデジタル情報をクラウド上でリアルタイムに収集・分

析を行い，生産ラインをその解析結果に基づいて自動的に最適制御する

が，工作機械等の稼働状況など CPSの基盤となるデータが生産システム

において収集できるよう工作機械等のインテリジェント化に取り組むこと

が工作機械メーカーの課題となる。

　②　工作機械メーカーの競争戦略１

　　　──工作機械等の開発・製造の競争優位の更なる強化──

　ただし，工作機械等のインテリジェント化を図るだけでは，工作機械メ

ーカーは CPSの構築を行うシステム・ソリューション・プロバイダーの

下請けと化してしまう。この点，２ ⑸ ③の JINTOF2016参加企業へのヒ

アリングでは「第４次産業革命のスマート・ファクトリーでも，生産ライ

ンの生産性向上には，工作機械の操作の巧拙，段取り，保守点検等を含め

たノウハウが成果を左右する。生産のデジタル化により生産・在庫・購買

調達・プロジェクト管理等を統合管理することで全体最適を追求すること

は意義があるが，同時に工作機械単体及び生産ラインの最適制御に関する
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ノウハウにも大きな付加価値がある（ノウハウのソフトウェア化と顧客提供は

工作機械メーカーにとり商機となる）」との見解が示された 11）。

　工作機械メーカーは，シーメンスとは異なりシステム・ソリューショ

ン・プロバイダーでなく，物的装置である工作機械の生産者である。生産

のデジタル化の過程で工場システムの重心が物的システムから ITシステ

ムにシフトしても，依然，生産システムの生産性・効率性を決定するのは

物的システムである。したがって，工作機械メーカーは工作機械等の開

発・製造・供給における競争優位を強化し，スマート・ファクトリーにお

ける物的システムの供給者として余人の真似できない地位を獲得すること

が競争戦略の一つとなる。この点，大手工作機械メーカーは総合工作機械

メーカーへの志向を強めており，DMG森精機は目標を「シングルソース

ターンキープロバイダ」としている。

　③　総合工作機械メーカーに向けた努力

　「工作機械等の開発・製造の競争優位の更なる強化」とは地道であり，

従前の取組から大きく変わらないものであるため，“Industrie4.0” への抜

本的戦略には見えないかもしれないが，実は最も有効な対策であるのかも

しれない。JINTOF2016開催期間に実施したヒアリングでは，ヤマザキマ

ザック，オークマ，DMG森精機等は，総合的に工作機械・搬送装置・周

辺装置・生産管理システムを取り扱う総合工作機械メーカーたらんとして

11）　JINTOF2016参加企業10社に対するヒアリングでは，「製造業の高度化は生
産プロセスの機械化により実現されてきており，スマート・マニュファクチ
ャーにおいても工作機械を核とする加工プロセスは生産において重要性を減
じない」「加工プロセスは工作機械の操縦の巧拙により大きな差が生じ，段
取り・保守点検等も含む総合的なノウハウが生産性を左右する」との回答が
10社よりあり，「工作機械メーカーは工作機械・搬送装置・周辺装置等の最
適化された組合せを提案し，生産ラインを効果的に実行・管理するノウハウ
を提供することを競争の武器とし得る」と７社が回答。
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おり，生産ラインを構成する工作機械等がスマート・ファクトリーにおい

て全体システムと接続・協同可能となるように技術・製品開発に取り組ん

でいる。

　例えば，DMG森精機は「第４次産業革命の構成要素のうち生産工程の

自動化が最も不可欠なものである」と考えており，前掲表１に示したよう

に，「切削加工を行う工作機械，ワーク（加工対象物）を移動させて複数工

表３　自動化システムの３類型

Standard Automation Cells Systems

概　　要 機械に統合された自動
化システム
１台で複数のワークを
連続加工可

モジュール化された搬
送装置の接続だけで稼
動可能な自動化システ
ム

ターンキーの自動生産
システム

使 用 可
能 機 器

工作機械，モジュール
化された搬送装置（機
械に統合）

工作機械，モジュール
化された搬送装置及び
周辺機器

工作機械，搬送装置，
周辺機器

機械台数 １台 ８台まで 無制限

生産体制 セル生産 セル生産 セル生産，ライン生産

メリット 組込型のため短期間で
の納品・導入可能。機
械導入後すぐに生産開
始可。最も安価で省ス
ペース。

標準仕様機のため短納
期・低価格で自動化
可。モジュールの組合
せでニーズに柔軟対
応。周辺機器のモジュ
ール化も進めており，
構築できる自動化シス
テムも多様。

顧客ニーズに応じ，あ
らゆる工作機械・搬送
装置・周辺機器を組み
合わせて自動化システ
ムを構築可。モジュー
ル化されていない機器
や顧客専用の周辺装置
も使用可。

（出所）　DMG森精機資料に基づき筆者作成
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程をつなぐ搬送装置，計測・洗浄・バリ取りなど切削以外の工程や素材・

完成品をストックする装置などの周辺装置，工作機械・周辺装置を集中制

御する生産管理システムを顧客の要件に合わせて柔軟に組み合わせて，自

動化システムを構築する」とする。

　そして，自動化システムは対象となるワーク，生産工程，自動化実現方

法により多様であることから，DMG森精機は自動化システムを「Standard 

Automation（機械に統合された自動化システム）」「Cells（モジュール化された

自動化システム）」「Systems（ターンキーの自動生産システム）」に大別し，そ

れぞれの製品ラインアップを拡充していくことにより，「機械・搬送装

置・周辺装置・生産管理システム，さらには加工技術・治具・工具・測定

まで一体となったシステムをワンストップで提供できる」「シングルソー

スターンキープロバイダ」として顧客ニーズに合ったシステムを提案・納

入するとしており，総合工作機械メーカー化を極めようとしている（表３）。

ソリューション・ビジネスも「総合エンジニアリング」力の強化に注力さ

れることとなる。

　④　工作機械メーカーの競争戦略２

　　　──システム・ソリューション・プロバイダーとの競争・提携──

　“Industrie4.0” による企業・社会のスマート・ファクトリーに伴い工場

システムの重心が物的システムから ITシステムにシフトした場合，生産

システムの構築と提供の分野における工作機械メーカーの競合相手として

は，CPSの構築を行うシステム・ソリューション・プロバイダーが想定

される。前項 ③ では，工作機械メーカーの物的システムにおける競争優

位を総合メーカー化により一層強化することで，システム・ソリューショ

ン・プロバイダーの下請けには陥らず，プロバイダーへの対抗力を確保す

ることを考えた。

　しかしながら，“Industrie4.0” の産業社会において生産システムの中核
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となる ITシステムを抑えるシステム・ソリューション・プロバイダーに

付加価値の相当部分を持って行かれる可能性も否めない 12）。未来は予測不

能である。システム・ソリューション・プロバイダーは製造業の ITシス

テムを垂直統合し CPSを構築しようとしているが，工作機械メーカーと

しても，システム・ソリューション・プロバイダーへの対抗力を確保する

ため，スマート・ファクトリーの中核である ITシステムに関して何らか

の付加価値提供力を獲得する必要がある。

　もちろん工作機械メーカーが，システム・ソリューション・プロバイダ

ーと互角の立場で，ITシステムの垂直統合と CPS構築で競争しても意味

はない。プロバイダーは ERP，MSE，PLCという「ITシステム」の統合

については，工作機械メーカーには及ばない技術・ノウハウ・経験を有し

ている。一方，生産現場の工作機械・搬送装置・周辺装置等の個別機器を

連携させて生産ラインを最適な形で実行・管理させる技術とノウハウを有

しているのは工作機械メーカーであり，物的システムと ITシステムのベ

スト・ミックス，MSEと PLCの最適統合では，工作機械メーカーは優れ

たパフォーマンスを発揮する余地があるのではないだろうか。

　ただし，顧客の製造企業はスマート・ファクトリー化にあたり ERP・

MSE・PLCが垂直統合されたシステムを導入し，一挙にスマート化する

ことを求めており，いくら優れたMSE・PLC統合システムであっても，

当該部分だけを工作機械メーカーから導入するとは考えにくい。仮に，シ

ステム・ソリューション・プロバイダーと工作機械メーカーが共同で顧客

のスマート・ファクトリー化をサポートする体制が整えられるのであれ

ば，工作機械メーカーもシステム・ソリューション分野に参入できよう。

かかる工作機械メーカーの関与を「生産システム・ソリューション・プロ

12）　経済産業省・厚生労働省・文部科学省「2016年版ものづくり白書」181-
188頁。
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バイダー」と呼べば，工作機械メーカーのソリューション・ビジネスは物

的生産システムに関する総合エンジニアリングに加えて，スマート・ファ

クトリー化サポートにも対象が拡がる。

　⑤　米国 IT企業との提携

　　　──通信規格の共通化・相互接続性担保──

　工作機械メーカーがシステム・ソリューション分野への進出を果たすか

は将来の話であるが，2015年以降，工作機械メーカーは米国 IT企業との

提携により，工作機械・搬送機・周辺機器等に ICタグ等を装着し，カメ

ラ・センサーで読み取った情報をクラウド上にリアルタイムで送信できる

システムを共同開発しようとしている。

　“Industrie4.0” は最終的にスマート・ファクトリーの結合・連携を目指

しているが，複数企業のシステムのインターネットによる結合・連携は，

通信規格の共通化・相互接続性担保が前提となる。そもそも通信規格の共

通化・相互接続性担保は企業システム間だけの問題ではなく，個別企業の

ITシステムの段階で通信規格を共通化・標準化してしまえば容易に解決

できる。現状では，生産ラインの工作機械等の通信規格がメーカーにより

異なり，工場内の機器制御を行う制御系ネットワーク，企業単位の業務シ

ステムを構築するための基幹系ネットワークも通信規格が統一されていな

いため，工作機械等の通信規格，制御系ネットワークの通信規格，基幹系

ネットワークの通信規格の統一ないし相互接続性確保への取組が進められ

ている 13）。

13）　ドイツでは，製造現場が市場と直接つながることを念頭に置いて，制御系
ネットワークと基幹系ネットワークの接続に国際規格「OPC-UA」が推奨さ
れているが（2015年のハノーバーメッセにおいて OPC-UAを推奨通信規格
とするインダストリー4.0コンポーネントが定められた），工場内の制御系ネ
ットワークに関してはシーメンスの「PROFINET」やベッコフオートメーシ
ョンの「EtherCAT」等が並立している。
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　この点，ヤマザキマザック，DMG森精機は米国 IT企業との共同開発

路線を選択しており，ヤマザキマザックはシスコシステムズと，メーカ

ー・製造時期を問わず工場内設備機器を安全にネットワーク接続するため

の装置の開発に加えて，ビックデータ解析及び生産性向上のためのクラウ

表４　工作機械メーカーと米国 IT企業との提携

ヤマザキマザック オークマ DMG森精機

○ 2015年11月，シスコシ
ステムズと工場内設備
機器を安全にネットワ
ーク接続するための装
置（メーカー，新旧を問
わず接続可能）を共同開
発（MAZAK SMAR T　　　
BOXTM）

○ 2016年11月，シスコシ
ステムズと工場内設備
機器を安全にネットワ
ーク接続するための製
品，ビックデータ解析
及び生産性向上のため
のクラウド・サービス
の共同開発を決定
○ 2017年３月，村田製作
所と共同開発した自動
バレタイジング・シス
テムを販売開始（上位
システムの ERP，MES
と連携可能）

○ 2016年11月，オークマ
は GEのソフトウェア
子会社 GEデジタルと
協業を決定，産業用 IoT
プラットフォームの
PREDIXをオークマ製
品に組み込むことを決
定（PREDIXは産業用
機器においてデータを
取得する一種の OSで
あり，リアルタイムな
情報・データの収集・
分析を実施）

○ 2013年合併直前に森精
機と DMGは，工作機
械等に実装することで
タッチパネルによる機
械操作や，油圧・油冷
却装置温度等の確認が
可能であり，社内シス
テムに接続すれば生産
計画・進捗管理に加え
アプリケーション・プ
ログラムをダウンロー
ドして機械を制御でき
るオペレーティング・
マシン（CELOS）を開発
○ 2016年９月，DMG森精
機はマイクロソフトと
提携合意，① 工作機械
に取り付けたセンサー
から稼働状況データを
収集し，故障予測や稼
働状況を遠隔監視する
技術，② 1990年代販売
されたインターネット
接続を想定していなか
った中古機械のスマー
ト化のための技術の共
同開発に着手

（出所）　各社プレス発表資料等に基づき筆者作成
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ド・サービスの共同開発に着手している。DMG森精機はマイクロソフト

との提携により，工作機械に取り付けたセンサーから稼働状況データを収

集し故障予測や稼働状況を遠隔監視する技術，インターネット接続を想定

していなかった中古機械のスマート化のための技術の共同開発に着手して

いる（表４）。

　DMG森精機は遠隔監視技術を開発しようとしているが，工作機械メー

カーによる顧客の工作機械の遠隔監視・メンテナンスのサービスは，

JINTOF2016参加企業ヒアリング結果でも紹介したように，セキュリティ，営

業秘密保護等の観点から頓挫した形となっているが，今後，“Industrie4.0”

に伴う産業社会のインターネット接続の一般化とセキュリティ技術の開発

により，工作機械メーカーにおいて総合エンジニアリングに次ぐソリュー

ション・ビジネスに成長することが期待できるのではないか。

　なお，ヤマザキマザック，DMG森精機とは対照的に，オークマは工作

機械等に装着して稼働状況データ等を収集し，クラウドにリアルタイムで

送信してビックデータ解析する装置の自主開発は行わず，米国 GEのソフ

トウェア子会社である GEデジタルとの協業により，同社の産業用 IoTプ

ラットフォームである PREDIXをオークマ製品に組み込むことを決定し

ている。

４．結　　　び

　工作機械メーカーは1990年代以降円高に苦しみつつも後発メーカーの挑

戦に複合加工機・５軸制御機の開発等により対抗し，2000年代の中国等新

興国市場の台頭には更なる高付加価値とグローバル生産体制構築により競

争優位を維持してきた。ソリューション・ビジネスは工作機械メーカーの

競争上の武器の一つであったが，先行研究に乏しく実態等が十分解明され

ないまま今日に至っている。
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　現在，工作機械メーカーは大きなパラダイム・シフトに直面している。

ドイツが中国の製造大国化と米国 IT産業の製造部門進出に対抗して，21

世紀にも自国製造業の競争優位を堅持する策として打ち出した

“Industrie4.0” である。ドイツは IoTと FAの融合によりスマート・ファク

トリーを実現し，スマート・ファクトリーをネットワークでつなぎ国全体

を一つのスマート・ファクトリー化することで，変動する市場ニーズに柔

軟かつ機動的に対応できる変種変量生産を実現しようとしている。

　果たしてドイツの供給サイドからの産業革命が成功するかは断言できな

いが，生産システムの構造的変化は工作機械ビジネスを一変させる。従

来，製造企業の競争力は物的システムの生産ラインにあり，工作機械メー

カーは工作機械・搬送装置・周辺装置等の最適組合せを顧客に提案，生産

ラインに必要な工作機械等を一式調達し，生産システムをターンキー納入

してきた。しかし，スマート・ファクトリーでは生産システムの競争力は

物的部分から IT部分にシフトしてしまう可能性があり，工作機械メーカ

ーの前にシステム・ソリューション・プロバイダーが新たなライバルとし

て登場する。

　本稿では，伝統的な製造企業とスマート・ファクトリーでの ITシステ

ムの構造変化を分析し，工作機械メーカーがシステム・ソリューション・

プロバイダーの下請にはならず，スマート・ファクトリー時代に競争力を

維持するには，① 自らの強みである物的システムの提案・構築力を更に

強化しつつ（総合工作機械メーカー化），② 物的システムに関する技術・ノ

ウハウを活かし，物的システムを最も有効に実行管理できるMESの開発

力を獲得する（生産システム・ソリューション・プロバイダー化）必要を示し

た。

　かかる工作機械メーカーの在り方の変化に即応して，ソリューション・

ビジネスも物的システム中心の総合エンジニアリングから，物的システム
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と ITシステムの最適組成を提案する総合エンジニアリングに発展しなけ

ればならず，また，顧客の工作機械等の遠隔監視・メンテナンスはセキュ

リティ等の理由でビジネス化できていなかったが，“Industrie4.0” に伴う

インターネット接続の一般化とセキュリティ技術の開発により新たなビジ

ネス成長が期待できることを示した。

　本稿はヤマザキマザック，オークマ，DMG森精機など総合工作機械メ

ーカー化と生産システム・ソリューション・プロバイダー化が期待される

メーカー群を念頭に執筆されたが，今後，中堅・中小工作機械メーカーが

“Industrie4.0” において如何に事業展開していくべきかを研究することと

したい。なお，本稿の取りまとめに当たり多数の方々に御協力いただいた

が，各位に心からの感謝を表して擱筆することとしたい。
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